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１．国土形成計画（広域地方計画）
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これまでの国土計画
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これまでの国土計画

国土形成計画法 社会資本整備重点計画法

全国計画 国土形成計画 （H20.7.4閣議決定） 社会資本整備重点計画 （H21.3.31閣議決定）

地方計画 中国圏広域地方計画 （H21.8.4大臣決定） 中国ブロックの社会資本の重点整備方針 （H21.8.4大臣決定）

「国土形成計画」と「社会資本整備重点計画」を“車の両輪” として地域の将来像を策定

全国計画

広域地方計画

国による明確な国土及び国民生活の姿の提示
（国の責務の明確化）

ブロック単位の地方ごとに、国と都府県等
が適切な役割分担の下、相互に連携・協力
して計画を策定・推進

＋

国土形成計画

※根拠法を抜本的に改正 → 「国土形成計画法」へ

過密過疎に伴う大都市問題や地方の問題
への対応など、それぞれの時代に我が国の国
土が抱えていた課題の解決に向けた基本方
向を示す

全国総合開発計画

地方の意見を聴く仕組みなし

※「国土総合開発法」に基づき
昭和３７年第１次全国総合開発計画以来、
５次にわたり全総計画を策定

★ 「開発」を基調とした量的拡大を図る計画

計画への多様な主体の参画
計画の作成及び実施の円滑な推進を図るため、国の地方支

分部局、関係都府県、関係政令市、地元経済界等が対等な立

場で協議する場（広域地方計画協議会）を組織

「国土計画制度の改革」のポイント

全国計画のみ

★二層の計画体系（国と地方の協働によるビジョンづくり）

地方公共団体から国への計画提案制度
国民の声を反映させる仕組み

★国主導の計画づくり

★ 「成熟社会型の計画」への転換により質的向上を目指す

市町村からの計画提案制度
国民の声を反映させる仕組み

グローバル化や人口減少に対応しつつ、多様な広域ブロック
が自立的に発展するとともに、安全で美しい国土の再構築と継
承を目指し、国土の利用と保全を重視する
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２．現行の中国圏広域地方計画（概要）
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３．中国圏広域地方計画の中間評価
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中国圏広域地方計画の中間評価 （令和4年2月）
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４．国土の長期展望（概要）
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（令和3年6月）



５．中国地方の現状と課題
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５．中国地方の現状と課題

中国圏のポテンシャル
１．地理的な優位性

中国地方とアジアとの航路
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５．中国地方の現状と課題

中国圏のポテンシャル
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２．豊かな自然環境



５．中国地方の現状と課題

中国圏のポテンシャル
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３．多様な文化と歴史

外国人に人気の
日本の観光スポット2020

１位 広島 広島平和記念資料館
２位 京都 伏見稲荷大社
３位 箱根 箱根彫刻の森美術館
４位 奈良 東大寺
５位 金沢 兼六園
…
13位 広島 縮景園
18位 廿日市 宮島（厳島）



５．中国地方の現状と課題

中国圏のポテンシャル
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４．ものづくり産業の集積

化学工業

13%

鉄鋼業

12%

石油製品・石炭

製品製造業

8%

その他

16%輸送用機械器具

製造業

21%

その他

17%

生活関連型産業
11％

基礎素材型産業
49％

加工組立型産業
40％

中国
ブロック

化学工業

9% 鉄鋼業

6%
石油製品・石炭

製品製造業

5%

その他

18%

輸送用機械器具

製造業

21%

その他

25%
基礎素材型産業

38%

加工組立型産業

46%

生活関連型産業

16%

全国

基礎素材型産業の比率が
最も高い

出典）2019年 工業統計調査（経済産業省）

中国圏が全国１位



５．中国地方の現状と課題

中国圏の現状
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○中国圏の人口は1995年（H7）の約777万人をピークに減少傾向。2020年（R2）には約726万人、2045年（R27）には約606万人になると推計さ
れている。また高齢化率は、2020年（R2）に30.8％、2045年（R27）には36.8％となっている。

○県別にみると2020年（R2）に比べ2045年（R27）には、広島県・岡山県が約15％の減少に対し、鳥取県・島根県・山口県は約20％以上の減少
が見込まれている。

2020年（R2）に比べ人口は約120万人減

高齢化率は約４割に迫る

広島・岡山に比べ、

鳥取・島根・山口の減少傾向が高い

１．著しい人口減少と高齢化の進展

中国各県の人口推移



５．中国地方の現状と課題

中国圏の現状
１．著しい人口減少と高齢化の進展
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【現況】人口増減の指数（市町村別）

（1990年=100とした2020年の指数）
【将来推計】人口増減の指数（市町村別）

（2015年=100とした2045年の指数）

【現況】高齢化率の指数（市町村別）

（2015年の指数）
【将来推計】高齢化率の指数（市町村別）

（2045年の指数）

※出典：国勢調査（総務省）

※出典：国勢調査（総務省）

※出典：2015国勢調査（総務省）、2045将来推計人口(人口問題研究所)

※出典：将来推計人口(人口問題研究所)

○中国圏における人口減少は著しく、1990-2020年の人口減少は鳥取県・島根県・山口県で著しい状況。また、将来においても人口減少は著しく、
山陰・中山間の市町のみならず、山陽地方においても人口は減少に転じている。

○特に65歳以上の高齢化率の進展が著しく、将来では中山間地域を中心に、ほぼ、2人に1人が65歳以上となる社会の到来が予測されている。

2人に1人が65歳以上の

社会の到来

中山間地域では

人口が半減する地域も存在



５．中国地方の現状と課題

中国圏の現状
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２．多数の小規模集落と過疎関係市町村



５．中国地方の現状と課題

中国圏の現状

22

３．圏域内の利便格差

中国圏の交通ネットワーク



５．中国地方の現状と課題

 １．重層的なネットワーク形成と都市拠点の整備
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【課題-1】 基幹交通の整備によるネットワーク強化

○中国圏においては、これまでも高規格幹線道路及び地域高規格道路の整備を進めてきたが、山陰側では山陰自動車道をはじめ、多くのミッシ
ングリンクが残るとともに、暫定２車線区間も残っている。
○また、中国圏の基幹交通となる鉄道路線は、ＪＲにより運行されている。区間別平均通過人員は、山陽側では１万人/日を超える区間がある
が、山陰側ではほとんどが５千人/日未満となっており、地方鉄道の存続が課題となっている。

高規格道路等のミッシングリンクの存在 利用者数の少ない地方鉄道の存続

区間別平均通過

人員（令和2年度）が

2000人未満



５．中国地方の現状と課題

 １．重層的なネットワーク形成と都市拠点の整備
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【課題-２】 公共交通利用者の減少
○中国圏における営業用乗合バス利用者数について、コロナ禍前と比較して大幅に減少傾向にあり、平成17年から令和２年にかけて約４割の利
用者数が減少している。

●営業用乗合バス利用者数（輸送人員）の経年変化

7.8 8.1 7.6 7.1 6.7 6.3 6.3 6.3 6.1 5.9 6.2 6.2 6.2 6.2 6.2 4.6 
8.3 8.2 9.0 9.0 8.3 8.0 8.0 7.8 8.4 8.2 8.0 8.0 7.9 7.9 7.8 5.6 
32.5 32.1 32.1 31.4 30.6 29.6 29.5 27.3 28.5 28.8 28.2 28.5 28.2 28.5 28.7 20.0 

109.5 109.9 109.4 108.5 102.5 102.2 98.4 98.4 99.6 98.8 98.5 99.7 100.1 96.6 93.9 

67.3 

31.6 31.6 32.1 32.0 30.2 28.2 27.6 27.7 27.0 26.4 26.4 25.8 25.0 24.1 23.3 

18.0 

189.7 190.0 190.2 188.1 
178.3 174.4 169.9 167.5 169.5 168.1 167.3 168.2 167.3 163.2 159.9 

115.5 

1.00 1.00 1.00 0.99 
0.94 0.92 0.90 0.88 0.89 0.89 0.88 0.89 0.88 0.86 0.84 

0.61 
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出典）中国運輸局資料



５．中国地方の現状と課題

 １．重層的なネットワーク形成と都市拠点の整備
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【課題-３】 コンパクトシティの推進・中小都市の振興

○ネットワーク型コンパクトシティ形成に向け、年々立地適正化計画を策定する市町が増加している。引き続き、拠点都市整備やコンパクト
シティの形成、中小都市の機能強化の取組を推進していくことが必要。

●立地適正化計画策定市町村 位置図 ●立地適正化計画策定市町村数の推移

0 0 1 1 1 3 0 0 1 3 1 5 0 1 1 6 2 
10 

0 3 
2 7 7 

19 

0 3 
6 

8 7 

24 
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10

15
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25

30

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 中国圏

H28年度末 H29年度末 H30年度末 R1年度末 R2年度末

立
地
適
正
化
計
画
策
定
都
市
数

「立地適正化計画」：持続可能な都市構造への再構築を目指し、人口減少社会に対応したコンパクトシティを
実現するためのマスタープランであり、市町村が必要に応じて策定する計画
出典）国土交通省HP「各都市における立地適正化計画作成の主な取組（R3.5.10現在）



５．中国地方の現状と課題
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○中国圏の国内・国際線航空乗降客数は、概ね横ばい～増加傾向にあったが、令和２年度では、コロナ禍の影響もあって大きく減少している。
○同様に、中国圏への延べ宿泊者数は、増加傾向にあったが、令和２年では大きく減少している。特にインバウンド需要に伴い好調な伸び率で
あった外国人宿泊者数の回復が課題となっている。

●国内線乗降客数の推移

●国際航空乗降客数の推移

●延べ宿泊者数の推移（日本人+外国人）

他地方圏平均:東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）宿泊旅行統計調査（観光庁）
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 ２．ものづくり産業の競争力強化、観光振興等経済の活性化
【課題-１】 観光産業の復興
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●延べ宿泊者数の推移（外国人）



○中国圏における予約代表者の居住地ごとの宿泊者数の変化をみると、コロナ禍前と比較して、居住地と宿泊場所が同一都道府県のマイクロ
ツーリズムが増加傾向。

●予約代表者の居住地ごとの宿泊者数（2019年同期比の推移）

出典）V-RESAS 27
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５．中国地方の現状と課題

 ２．ものづくり産業の競争力強化、観光振興等経済の活性化
【課題-２】 マイクロツーリズム



５．中国地方の現状と課題

 ２．ものづくり産業の競争力強化、観光振興等経済の活性化
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【課題-３】 新型コロナウイルスの企業活動への影響

出典）経済産業省ほか「2021年版ものづくり白書」（R3年5月）

○全国の日本企業を対象としたアンケートから、新型コロナウイルスの発生が企業活動に依然大きな影響を与えていることがわかる。
○特に海外での生産活動や調達、物流などグローバルサプライチェーンに起因する国内の生産活動への影響が顕著である。



５．中国地方の現状と課題

 ２．ものづくり産業の競争力強化、観光振興等経済の活性化
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【課題-４】 供給体制の変化 ～グローバル・サプライチェーンのリスク～



５．中国地方の現状と課題
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○鳥取県から宍道湖までの海岸沿いの市町、瀬戸内海側の市町を除く多くの地域が過疎関係市町村に指定されている。
また、中国圏の広い地域が高齢化率30％超である。
○中国圏では転出者が転入者を上回る社会減の状態が続いている。
●中国圏の過疎地域指定状況

出典）過疎関係市町村都道府県別分布図（Ｒ3.4月）（総務省）

 ３．中山間地域・島しょ部における人口減対策等地域振興の推進
【課題-１】 中山間地域における生活サービスの維持

出典）住民基本台帳
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●転入者・転出者の推移（中国圏）

出典）住民基本台帳（総務省）

●高齢化率30％以上の状況（市町村別）
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５．中国地方の現状と課題

 ３．中山間地域・島しょ部における人口減対策等地域振興の推進
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【課題-２】 テレワークや二地域居住の拡大に対応した受け皿づくり
○コロナ禍にともないテレワーク利用率は東京圏を中心に全国で増加し、東京圏では依然30％近くがテレワークとなっている。
○テレワークの導入を機として二地域居住をはじめとした地方暮らしへの関心やニーズ、機運が高まっている。

出典）国土の長期展望専門委員会資料（国土交通省）



５．中国地方の現状と課題
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 ３．中山間地域・島しょ部における人口減対策等地域振興の推進
【課題-３】 中山間地域における生活サービスの維持



５．中国地方の現状と課題
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【課題-1】 土砂災害・水害・地震災害等多発する中国圏
 ４．土砂災害・水害対策やインフラ長寿命化による強靱な圏域整備と安全・安心の推進



５．中国地方の現状と課題
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○国土交通省では、抜本的かつ総合的な防災・減災対策の確立を目指すため、令和２年７月に「総力戦で挑む防災・減災プロジェクト」、
令和３年６月に、「総力戦で挑む防災・減災プロジェクト」第２弾をとりまとめたところである。

【課題-2】 風水害の激甚化・頻発化

◆総力戦で挑む防災・減災プロジェクト
○「流域治水」への転換
○「防災・減災が主流となるまちづくり」
○「一人でも多くの方が、円滑に避難できるように、という観点からの「住民避難」のあり方」
○「人や物資の流れが、災害時にも滞らないように、という観点からの「輸送確保」のあり方」

 ４．土砂災害・水害対策やインフラ長寿命化による強靱な圏域整備と安全・安心の推進



５．中国地方の現状と課題
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【課題-3】 顕在化するインフラの老朽化
 ４．土砂災害・水害対策やインフラ長寿命化による強靱な圏域整備と安全・安心の推進



○インフラのメンテナンスに欠かせない自治体の土木職員数は年々減少し、平成17年からの15年間で約2割の減少となっている。
また地方公共団体では橋梁の修繕等措置の着手率が中国地方整備局と比較すると大きく差が開いている。
○中国圏の自治体における公共事業費が横ばいである一方、社会保障費は年々増加傾向にあるなどメンテンスの省人化省力化が求められている。

５．中国地方の現状と課題
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【課題-3】 顕在化するインフラの老朽化
 ４．土砂災害・水害対策やインフラ長寿命化による強靱な圏域整備と安全・安心の推進
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出典)橋梁定期点検要領（H31.3月 国土交通省道路局国道・技術課）
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５．中国地方の現状と課題

 ５．環境と産業・生活が調和した地域づくり
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【課題】 再生エネルギーへの転換
○中国圏の人口千人当たりのエネルギー消費量は減少傾向にあるが、他地方圏平均と比べると大きく上回っている。また、新エネルギー発電
電力量は、大きく増加しており、他地方圏平均も同様に増加しているが、これを上回っている。

○また、人口千人当たりの再生可能エネルギーについても、他地方圏平均も同様に増加している。

●エネルギー消費量の推移

●新エネルギー発電電力量の推移
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５．中国地方の現状と課題

 ６．将来の発展を担う人材育成
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【課題】 若者・女性活躍社会、高齢者参画社会、障がい者参加社会の実現
○女性、高齢者の就業率は年々増加しているが女性、高齢者の就業率は、令和２年度でそれぞれ50％、25％と依然低い数値となっている。

●女性就業率の推移 ●高齢者就業率の推移
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６．計画部会において議論されている状況
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計画部会における議論について（中間とりまとめに向けた整理から）
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テーマ
計画部会における議論

現状と課題 対応の方向（案）

１ デジタルを活用した官民連携による地域の諸機能の
維持・向上の仕組みづくり

（地域生活圏の実現）
【論点】

・人々が安心して暮らし続けるために、日常の生活に必
要な様々な機能（医療、福祉、交通、教育、所得を得る
産業、潤いを与える文化等）を享受できる圏域を「地域
生活圏」とし、その実現を目指す。
・地域生活圏は、人口減少が進む中、リアルだけで諸機
能を提供することができないため、デジタルで諸機能を
維持し、生活を維持する。
・地域生活圏は、市町村界にとらわれない。
・人口規模は地域の実情によって地域が規模を考える。

・従来は３０万人という人口規模を目標としていたが、デ
ジタルの活用で１０万人前後が目安との考えもある。

・日常に生活に必要な諸機能は、これまで
行政が主体となって、行政自ら提供する
か民間の経済活動をベースに提供され
維持してきた。

・しかしながら、地方では人口減少、少子
高齢化が進行する中、リアルで諸機能を
提供することだけを前提としても維持で
きず、利便性が低下し人口が流出する
悪循環になっている。

暮らしに不可欠な諸機能が将来にわたり維持・向上
【地域生活圏】
・生活者の利便性を最優先する視点
・全ての関係者による協働
・分野の垣根にとらわれない
→同一事業分野の事業者間や異なる事業者が一体となって
サービスを提供

・デジタルの発想
→経営効率的な理由からリアルでは機能を提供できなかった
ものを遠隔サービスや自動化等のデジタル技術の実装に
より提供
・５Ｇ、ＭａａＳ（移動の一括（検索、予約、決済）サービス）
・自動化、電動化された輸送システム、自動運転
・スマート農林水産業
・テレワーク
・遠隔診療、介護ロボット

２ 地方における女性活躍

【論点】
・質の高い仕事を確保し、女性の都市部への流出を防ぐ
とともに、生産性向上、経済成長につなげる。

・地方において男性以上に女性が多く
流出（中でも若年女性が顕著）
・地元で希望の職種がみつからない
・地方の給与水準が低い
・アンコンシャス・バイアス（無意識な思い
込み 男性は仕事、女性は育児等）

女性にとって魅力ある地域づくり
少子化に歯止めをかけ、持続可能な経済活動、国土政策を維持

（GDPや転出率等の中長期的なKPIの設定が必要）
・地方において女性も男性も活躍できる雇用の創出・増加
男女とも同等の労働条件の実現
・男性の家事・育児参加などアンコンシャス・バイアスの解消
・地域イノベーションによる魅力的な雇用の創造
・女性デジタル人材育成

３ 二地域居住者等を含む関係人口の拡大・深化

【論点】
・地方の担い手不足解消として関係人口拡大に着目
・関わりの深化を促進するため、｢人｣｢場｣｢仕組み｣の観点
から取組
・取組に当たって、進化するデジタル技術を最大限活用
・国土形成計画の重要な方向性一つとして位置付け

・地方での人材不足が進むなかで
移住・観光人口の増加は
限られたパイの奪い合いとなる

・一方、ライフスタイルの充実を求めて
地域と関わりを持つ関係人口の存在
関係人口：約２０００万人

・関係人口についてデジタルを最大限
活用してつなぐ

多様な関わりを生み出す地域
～二地域居住者等を含む関係人口の拡大・深化
・｢人｣づくり：関係人口になりうる企業や学校が、スキル向上、資質
能力育成のために地域課題の解決に主体的に関わっていく取組
（企業版ふるさと納税、体験型の修学旅行）
・｢場｣づくり：地域と人が出会う場の整備を通じて地域ニーズに
応える活動に誘導を意識したマッチングの促進
・｢仕組み｣づくり：二地域居住者を含む関係人口が地域で
円滑に活動できる仕組みづくり
→二地域居住者が地域サービスを受け適性に負担する仕組



計画部会における議論について（中間とりまとめに向けた整理から）
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テーマ
計画部会における議論

現状と課題 対応の方向（案）

４ 国際競争力の更なる強化

【論点】
・生産性向上に不可欠なＤＸへの投資、海外需要の積極
的な取込みなど地域産業・企業の「稼ぐ力」を強化
・多様なプレイヤーの連携によるイノベーション創出の
取組みを強化
・生産年齢人口減少の中、社会の活力の底上げを図る
ため、意欲ある多様な人材の活躍を促進
・リニア中央新幹線の開業による巨大経済圏の形成に
より、投資を呼び込み、巨大災害リスク対するバックアッ
プ体制を構築する。この効果を全国に拡大することが
重要。

・地域経済の担い手である中小企業の
低生産性
・多様な人材の活躍やイノベーションに
課題

・首都圏に機能が集中していることによる
弊害やリスク
（リニア新幹線）
・２０２７年 東京－名古屋間開通予定
・２０３７年 名古屋－大阪間開通予定
・東京－大阪所要時間：６７分
・三大都市圏GDPは英国、仏国を上回る。

国際間競争に生き残る地域
魅力的な仕事創出・生産性向上⇒｢稼ぐ力｣で国際間競争に
生き残る巨大災害を想定した産業の適正な立地・分散もあわせ
て想定

・地域産業・企業の「稼ぐ力」を強化するあらゆる人や産業の
デジタル化
・スタートアップ企業支援や地域の中核・特色ある大学の振興を
通じたイノベーションの創出
・学び直し機会の拡充や関係人口含めた多様な人材の更なる
活躍
・巨大経済圏の効果を全国に拡大し、国際競争力の強化や地域
の課題の解決につなげていく。

５ 交通ネットワークの充実と自動運転が変える国土

【論点】
・地域間のリアルな交流や地方の活性化を後押しする
円滑な交通を確保
・国際物流の円滑化や国際交流の拡大に対応できる
ゲートウェイ機能の強化
・交通ネットワーク機能を持続的に維持
・インフラの維持管理・更新にかかるコストを可能な限り
抑制し、メンテナンスの生産性向上や担い手の確保

・地方部では公共交通の維持が困難で、
交通弱者や交通空白域が増加のおそれ

・大都市でも生産年齢人口の減少と
テレワークの進展により通勤需要が減少、
公共交通サービスのおそれ

・物流の担い手不足、物流コスト上昇、Eコ
マースの進展を背景とする物流増加

国民の豊かな暮らしを支える安全で利便性の高い自動運転の実装

・自動運転により国民がより良い暮らしを享受できる国土構造
の実現
・自動運転実現に向けた環境整備、普及に向けた対応
【全体像】
・ミッシングリンクの解消など｢地域間の交通確保｣
・空港や港湾機能の強化を通じた｢国際競争力の強化｣
・災害への対応や持続可能なインフラメンテナンスを想定した
｢防災･減災、国土強靭化｣

６ 民の力を最大限に発揮し、官が支える国土構造によ
る経済成長の実現
① 巨大災害に強くしなやかな国土構造の実現
（防災・減災、国土強靭化）

【論点】

・首都圏、太平洋側が被災した場合は、全国規模で補完
して速やかに経済活動を継続、再開する
・数百万人規模の避難者対応について、大規模広域
避難を想定した対応策を検討
・事前に復興まちづくりのプランを想定

・首都圏や太平洋ベルト地帯の人口・
産業集積地域が巨大災害のリスクに
さらされている。
南海トラフ：70％～80％（３０年以内発生確率）

首都直下地震：70％（３０年以内発生確率）

・被災地では、長期間の経済活動が困難

機能を補完しあえる強くてしなやかな国土を実現
～巨大地震等で特定エリアが被災しても、全国的観点から
機能を補完しあえる強くてしなやかな国土の実現

・持続的経済活動の維持
→甚大な被害を被っても、国内の他のエリアがカバーする
「機能補完・機能分散型国土構造（仮称）」の転換
・全国的大規模広域一時滞在等と事前復興プラン
→広域的な一時滞在等の可能性と対応策について検討
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テーマ
計画部会における議論

現状と課題 対応の方向（案）

６ 民の力を最大限に発揮し、官が支える国土構造によ
る経済成長の実現
② カーボンニュートラル（CN）と産業転換

【論点】

・地域の実情に応じ、脱炭素化に向けたエネルギー転換
等のトランジション（移行）の促進（地域経済や雇用等を
考慮）

・CNの実現に向けた取組の推進、ビジネスモデルの
転換、洋上風力や水素・アンモニア等の脱炭素関連
産業は、新たな成長分野であり、新たな産業集積地
形成による地域雇用の創出が期待

・脱炭素型企業による国際的なサプライチェーンへの対応

・我が国のCO2排出量は、発電所、鉄鋼、
化学工業等の産業部門が全体の６割を
占め、太平洋ベルト地帯に集中

・脱炭素への取組には多額の投資が必要
であり、企業単体による対応に限界（サ
プライチェーンも裾野広い）

・デジタル化の進展は、エネルギー消費量
の大幅に増加する可能性がある。

産業構造の転換に備えた補完・分散方策

・CO２排出量が多い地域産業の円滑な転換が地域の存立に
とって重要

・ＣＮに伴う産業構造の転換は、巨大災害対応、東京一極集中
是正、地域産業振興の観点からも産業構造を見直す契機
→脱炭素に向けた産業構造の転換と成長産業が分散立地する
ことにより、全国的な観点から産業機能を補完しあえる国土
を構築

→巨大災害対応を踏まえた産業の立地誘導の可能性を検討

・CNへの積極的な投資と確実な回収の確保が必要

・サプライチェーンを構成する複数企業間の連携

７ 国土利用の新たな方向性
（土地利用計画関係）

・人口減少が急激に進行し、既存インフラの維持・保全
管理がより困難になっていく中で、今後はより多くの
人がより災害リスクの低い土地に居住する必要がある。

・地域の様々な主体が、それぞれの土地の利用・管理の
最適化を図る取組を促進することが重要。

・人口減少・高齢化に伴う国土の管理
水準の悪化

・自然災害・景観悪化・地域衰退

・災害リスクの髙い地域での人口増加
産業集積

市町村管理構想・地域管理構想を全国展開し、諸課題を横断的解決

・地域社会全体の持続性を重視した国土利用
→生態系を活用した防災・減災の実装など自然環境が有する
多様な機能を活かした自然的土地利用への転換
・地理的条件による災害リスクを踏まえた国土利用
→レッドゾーンの指定、見直し、住居等の政策誘導、開発規制
・危機への備えに重点を置いた国土利用
→産業の再配置等から必要な国土利用を検討
→首都圏、太平洋側の人口・産業の集積地域の大規模災害を
踏まえた国土利用の検討
・DXを前提とした国土利用



45

１ デジタルを活用した官民連携による地域の諸機能の維持・向上の仕組みづくり
（地域生活圏の実現）
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※出典：2020国勢調査（総務省）

※10万人以下の市町の内、概ね5万人以上の市町名を記載

１ デジタルを活用した官民連携による地域の諸機能の維持・向上の仕組みづくり
（地域生活圏の実現）

■中国圏における「人口規模10万人」の実感

人口分布



■中国圏における地域生活圏の圏域シミュレーション（試行）

・山陰地域及び中山間地域においても、人口10万人都市から概ね９0分圏内のエリアでカバー。
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下関市
宇部市

周南市

浜田市

山口市 岩国市

広島市

出雲市
米子市松江市

鳥取市

津山市

岡山市
倉敷市

福山市

三次市

三原市東広島市

防府市

１ デジタルを活用した官民連携による地域の諸機能の維持・向上の仕組みづくり
（地域生活圏の実現）
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１ デジタルを活用した官民連携による地域の諸機能の維持・向上の仕組みづくり
（地域生活圏の実現）

■医療機能の立地状況（市区町村人口規模別）
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１ デジタルを活用した官民連携による地域の諸機能の維持・向上の仕組みづくり
（地域生活圏の実現）

■二次医療圏の人口規模
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１ デジタルを活用した官民連携による地域の諸機能の維持・向上の仕組みづくり
（地域生活圏の実現）

■商業機能の立地状況（市区町村人口規模別）
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１ デジタルを活用した官民連携による地域の諸機能の維持・向上の仕組みづくり
（地域生活圏の実現）

■ビジネス関連機能の立地状況（市区町村人口規模別）
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１ デジタルを活用した官民連携による地域の諸機能の維持・向上の仕組みづくり
（地域生活圏の実現）

■大学機能の立地状況（市区町村人口規模別）
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１ デジタルを活用した官民連携による地域の諸機能の維持・向上の仕組みづくり
（地域生活圏の実現）

■都市雇用圏の人口規模
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１ デジタルを活用した官民連携による地域の諸機能の維持・向上の仕組みづくり
（地域生活圏の実現）

■都市雇用圏のイメージ
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１ デジタルを活用した官民連携による地域の諸機能の維持・向上の仕組みづくり
（地域生活圏の実現）

■娯楽・イベント機能の立地状況（市区町村人口規模別）
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１ デジタルを活用した官民連携による地域の諸機能の維持・向上の仕組みづくり
（地域生活圏の実現）

■地域生活圏の範囲に関する考え方（通勤時間）
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２ 地方における女性活躍
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中国圏の15-29歳女性
流出の傾向が高い

２ 地方における女性活躍

■長期時系列の女性流出の傾向



■質の高い仕事の創出：就業者に占めるＩＴ人材の割合
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２ 地方における女性活躍
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２ 地方における女性活躍

■質の高い仕事の創出：都市部のほうが給与水準は高い
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２ 地方における女性活躍

■若年女性の転出と仕事に関する調査分析
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３ 二地域居住者等を含む関係人口の拡大・深化
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３ 二地域居住者等を含む関係人口の拡大・深化

■働く場所が自由になった際の希望居住地域
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■関係人口（訪問系）が多い自治体では、転入超過回数が多い傾向

３ 二地域居住者等を含む関係人口の拡大・深化
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３ 二地域居住者等を含む関係人口の拡大・深化

■関係人口（訪問系）と居住の関係 ～三大都市圏からの転入超過回数の空間分布～



■中国圏における関係人口（訪問系）
・三大都市圏に居住する人物が３割程度、また、中国圏内に居住する関係人口も同程度存在
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３ 二地域居住者等を含む関係人口の拡大・深化

各県を訪問したと回答した関係人口（訪問系）の居住地割合

出典 国土交通省

地域と関わりのアンケート （令和２年２月）

山口県 (ｎ=８01)

広島県 (ｎ=15７３)

岡山県 (ｎ=11８2)

鳥取県 (ｎ=409)島根県 (ｎ=499)
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４ 国際競争力の更なる強化
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４ 国際競争力の更なる強化

■スーパー・メガリージョン（ＳＭＲ）の形成及び効果
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４ 国際競争力の更なる強化

■スーパー・メガリージョン（ＳＭＲ）の形成及び効果
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４ 国際競争力の更なる強化

■スーパー・メガリージョン（ＳＭＲ）の形成及び効果
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5 交通ネットワークの充実と自動運転が変える国土
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5 交通ネットワークの充実と自動運転が変える国土

■中国圏においては日本海側を中心に速達性が低い
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5 交通ネットワークの充実と自動運転が変える国土

■山陰側及び山陽・山陰を連絡する高速鉄道は未整備
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６-① 巨大災害に強くしなやかな国土構造の実現 （防災・減災、国土強靭化）
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６-① 巨大災害に強くしなやかな国土構造の実現 （防災・減災、国土強靭化）

■南海トラフ巨大地震：定量的な被害量 （中国圏における被害は太平洋側に比べ低い）
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６-① 巨大災害に強くしなやかな国土構造の実現 （防災・減災、国土強靭化）

【参考】 資本金100億円以上の企業の立地状況
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６-① 巨大災害に強くしなやかな国土構造の実現 （防災・減災、国土強靭化）

【参考】 学術・研究機関の立地状況
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６-① 巨大災害に強くしなやかな国土構造の実現 （防災・減災、国土強靭化）

【参考】 大学発ベンチャー企業の立地状況
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６-① 巨大災害に強くしなやかな国土構造の実現 （防災・減災、国土強靭化）

【参考】 企業の業務継続：首都圏からの企業の転出状況
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６-② カーボンニュートラル（ＣＮ）と産業転換
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中国圏のCO2
排出量は高い

中国圏は産業
部門からのCO2
排出量が高い

６-② カーボンニュートラル（ＣＮ）と産業転換

■都道府県の部門別ＣＯ2排出量
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６-② カーボンニュートラル（ＣＮ）と産業転換

■中国圏のＣＯ2排出量は産業部門が突出
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６-② カーボンニュートラル（ＣＮ）と産業転換

■送電容量の確保（再エネ利用適地と需要地の不一致）



【参考】中国圏における現状
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６ 民の力を最大限に発揮し、官が支える国土構造による経済成長の実現

② カーボンニュートラル（ＣＮ）と産業転換

■中国圏の発電能力においては山陽側の火力発電所が大きな役割を果たす

18.8%

63.8%

5.0%
12.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

中国圏における電源構成
（2021年度時点）

5531MW

3445MW3460MW

2272MW

1684MW

中国5県における発電能力
（2021年度時点）

出典 資源エネルギー庁電力調査統計 （２０２２年２月時点）



【参考】中国圏における現状
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６ 民の力を最大限に発揮し、官が支える国土構造による経済成長の実現

② カーボンニュートラル（ＣＮ）と産業転換

■中国圏の発電実績においては火力発電所が大きな役割を果たす

出典 資源エネルギー庁電力調査統計 （２０２２年２月時点）

中国圏における発電実績（２０２1年）

単位 (ｋｗｈ)
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７ 国土利用の新たな方向性



デジタル田園都市国家構想における基本方針（案）

87（出典） デジタル田園都市国家構想実現会議 第８回（令和4年６月1日）


